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1. 課題と背景 

	 ２０１１年３月１１日の東日本大震災、２０１６年４月１４日の熊本地震、さらには同年１０月２１日の

鳥取地震など自然災害の頻度が増しているかに見える。また、政府（中央ならびに地方）の広報やネット上

での防災への呼びかけも以前とは比較にならないほど頻繁なものとなっている。そうした広報の詳細を見る

と、以前ピーター・ハースが名付けた分野の異なる専門家集団を越えるコラボレーションの枠―エピステミ

ック・コミュニティ（文献：１）―に似た協働体制が成立しつつあることも確かである。	

	 この協働体制を促す災害そのものが実は大きな課題を秘めている。すなわち、この「災害」は過去例から

推算される確率の範囲で予期される事態であり、それへの対策（避難、避難路の確保、緊急の食料確保など）

は、この確率を高く、あるいは低く想定することによって変わってくる。換言するならば、エピステミック・

コミュニティの内部ですら、確率の高低の判断は恣意的にならざるを得ず、コンセンサスを得ることは容易

でない。その結果、高い（低い）確率を想定した上でどのような生活を維持するかどうかという究極的な判

断（ウルリッヒ・ベック等の言う「個人化」（文献：２））の負荷はこのコミュニティから最も疎遠な人間、

すなわち過半の一般市民に帰すると考えざるを得ない。確かに確率の高低幅を狭めるべく、地震、異常気候、

火山活動などを巡る専門家集団は過去例の精査に努め、膨大な防災支出の根拠の強化に集中するが、「個人化」

された究極的な選択は非専門家である一般市民の判断に委ねられたままとなる。また、日常生活の維持に終

始する一般市民から見れば、災害対策が要求する複雑で高価な「準備」の重要性の認識は自らの日常生活の

見方を修正することにも他ならず、それ自体が高価な認識行動になりかねない。	

	 以上を前提とすると、検討されるべきものとして次のような命題が考えられる。すなわち、１）人間は通

常、来たるべき災害に備えるために日常を送るのではない。２）複数選択肢の評価、選択に伴う知的・精神

的負荷を軽減すべく、人間は日常生活の中でルーティンが占める割合を高めようとする。そして３）人間の

命の保全は災害から守るべき最大の価値である筈だが、通常の生活ではそれと意識されることが少なく、む

しろ、より日常的な懸念、課題の中に埋没しがちであるという３命題である。	

	 本研究では、上記の命題を念頭に、一般市民の日常生活に注目し、そこに組み込まれた様々な習性（habit,	

customs,	predispositions）を掘り起こし、その強靭さを検討している。これは同時に先の防災エピステミ

ック・コミュニティと一般市民の間に横たわる距離の検討に他ならない。また、非常時（大規模地震、原発

事故などを含む）の際に急増すると考えられる科学的な根拠を持つ情報に接する一般市民の行動を予測する

ためのステップでもあろう。この日常生活への注目によって、科学的根拠に基づく情報が一般市民によって

受容されるパターンの理解が可能となり、同時に、一般市民をその単なる受益者に止めるのではなく、合理

的な行動を模索する上での主体としての彼らのエンパワーメントの条件を明らかにする一助ともなる。	

	

2. 方法 

	 調査の根幹は一般市民の日常生活のキャプチャーであり、そこに巧まずして組み込まれている災害や非常

時への predisposition（ないしはその欠如）のキャプチャーである。従って、まず、回答を誘導し兼ねない

多項目選択方式のアンケート調査（ないし半構造化された聞き取り調査）はここでは採用していない。代わ

って、「ライフログ」と呼ぶ、自由記述型の聞き取りデータ収集を調査の中核においている。調査者は被験者

が自由に描写する日常生活を収録すること、必要に応じて日時、事件などを会話に挿入することにより描写

を活性化することなどに徹底する。	

	 また、一般市民自身が考える自らの日常生活を取り上げる以上、分析の焦点は行為者としての観点をキャ

プチャーすることが重要となり、ここでは H.G.ブルーマーなどが提唱するシンボリック相互作用論（文献：

３）に多く依拠している。こうして収集したテキストデータはデータベースとなり、ファクター分析の対象

となる。現段階では KHCoder など既成のテキスト分析ツールを使用し、暫定的な第一次加工を試みた。	

	 過去２年間の調査は、日常生活に被災の影響が少ないが、非常時の被災の可能性が高いと考えられる二つ
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の地域（山梨県富士吉田市、静岡県裾野市）の内、後者の須山地区を選び、４０名強の被験者を対象にライ

フログ構築を進めた。今後は類似のライフログ収集を上記の富士吉田まで拡大し、比較の視点を活かす。	

	 なお、この二つの地域は富士噴火という同一の災害の可能性を共有しているが、考えられる被害という点

では大きく異なる。富士の北東に位置する富士吉田は貞観噴火以来、複数の火口を眼前にし、小規模の火山

活動の余波を受けているのに比して、南々西に位置する裾野市は最近の火山活動（１７０７年の宝永噴火）

においても甚大な被害を受けることはなかった。科学的根拠に基づく警告への receptivity を考える意味で

は後者が的確であると判断した根拠でもある。	

	 過去２年間、データ収集を集中し

た裾野市須山地区は富士南麓標高

５００メートルを底辺部に富士山

頂直下までを領域とする世帯数８

００弱（人口２２００人）の集落で

ある。この地区は１７０７年に大規

模な噴火をした宝永火口を日常的

に眺望する位置にあり、富士の火山

活動を想起させる光景には事欠か

ない。しかし、地区内ないし近辺に

は旧日本ランド（北辺）や、富士サ

ファリならびに「こどもの国」（中

心部）などの行楽施設、さらに精密

機械関連の研究所、試験場（東名裾野インター周辺）などが散在している。こうした施設は地元住民に雇用

機会を提供するだけではなく、富士の火山活動の「可能性」が生み出すはずの危機感を中和させている。	

	 ライフログ構築は須山地区での作業を継続させると同時に富士吉田へも拡大する予定である。他方、被災

経験が近過去にある三陸ないし福島での作業は現段階では特定の防災従事者の聞き取りに止めてある。また、

１９９１年に４００年近くの活動停止以降、初めて大規模な火山活動を開始したピナトゥボ周辺地域（フィ

リピン）などを対象とした小規模の聞き取り調査などを進めた。この小規模調査では、今後の検討の価値を

確認できるに止まっている。しかし、ピナトゥボ火山周辺の日常生活（移動を日常とする山岳少数民族であ

るアェタ族）には示唆を多く含むものがあり、小規模のままであるとしても継続の価値はあると考える。	

	

3. 結果 

	 ４０名強に及ぶ須山区住民の年齢分布は６０代を境にほぼ半分に分かれている。ただ、若い層の住民が懸

念するほどの少子高齢化は進んでいない。６５歳以上の住民が全人口で占める２２％というのは実は全国平

均を下回る。以下のような結果を得ている。	

１．若い世代（５０代以前）にとって地域の課題は少子高齢化と「過疎」であるが、これはあくまでも「実

感」としての課題認識を超えるものではない。	

２．２０１３年富士の世界文化遺産指定に伴う須山型の対応が高齢者の間を中心に広がっている。これは明

治以前までの富士信仰の中心の一つ、「御

師」の宿、ならびに旧須山口登山道の復

活などに現れている。特に後者は比較

的大規模な土木工事を伴うもので、高

齢者には地域の活性化そのものに見え

る。富士噴火以上に住民の関心を集める

事由の一つである。	

３．ヘルシーパーク（温泉）などの公共設備

などを通しての地域の活性化が訴えられ

ているが、活性化の内容について詳細な

知識ないしは案を持っているわけではな

い。	

富士山	

聞き取り住民居住地	
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４．須山地区は裾野市に位置するが、住民の親近感は車で数分のところに位置する御殿場市にあるように聞

こえる。（宝永噴火型の火山活動の際には偏西風などの影響で火山灰は東に流れると考えられ、須山は御

殿場西部地区住民の避難路になる可能性が高く、この生活感覚に基づく親近感は防災上軽視できない。）	

５．２０１５年５月に始まった箱根の火山活動などについては、これを特に警戒したと思われる言動はなか

った。	

６．富士の噴火活動については、これを「極端な状況」（“万が一起こったら”）と位置付ける傾向が多く見ら

れ、逆に、日常的な対応を促すものではない、という認識が広く見られる。	

	 以上のような観察に比べ、特に興味深いのは、震災がごく最近あった南三陸町志津川のケースである。防

災に従事する地元中学校教員の聞き取りに基づくものであるが、全壊に近い町全体の１０メートルを超える

地上げが進んでおり、震災以前の生活を想起させるものは存在しない。また一部高台に建設された海岸から

離れた住宅地は、居住を望む住人は少ないという証言も得た。震災後６年を経て、町の景観自体が「非常時」

を象徴しており、この環境での「日常」自体を問う意味はあると考えられる。	

	

4. 考察 

	 １）一般市民にとっての最大の関心はいかに日常生活を過不足なく維持できるか、ということである。自

分たちの生活を災害と災害の間に存在するかりそめの生活とは決して見ていない。ここから導かれる特筆す

べき点がある。生命の保全を至上の課題とする意識は大規模震災直後こそ高まる。しかしこれは生か死かと

いう選択を目前にした非常時固有の切迫した反応であろう。富士山噴火が切迫感を生み出しておらず、従っ

て、富士噴火と生命の保全を繋ぐという想定が一般市民の日常生活で占める割合は低い。東京直下大地震の

確率が繰り返される中で、高層建築など大規模土木工事が持続されているが、これも日常の維持がいかに強

靭であるかを傍証するものであると言える。	

	 ２）「予期しにくい事態」が要求するはずの対応は日常的な課題―家族の急病、事故、小売店の開・閉店、

親族の不幸など―と比較して特に大きな位置を占めておらず、従って、それは一般市民の間で日常を変える

程の重みを持たない。	

	 ３）以上の２点と並行して、次の点が特に重要であると考えられる。災害関連の情報を受容する一般市民

は、想定される災害が生み出す状況とそれへの対策を日常的な課題枠の中で考慮する。従って、そうした対

策が想定する効用（ベネフィット）だけに反応するのではなく、そうした効用が要求するコスト（日常生活

の変化）に反応すると考えられる（文献：４）。さらに、このコストは個人（どのような日常生活を送ってい

るか	 ——行動経済学者のカーネマンらのいうレフェレンスポイントの多様性）によって変化する。一律の防

災対策の限界を示唆するものでもある。南三陸など津波の被災地ではほぼ例外なく１０メートルを超える防

潮堤の構築が進められ、あるいは住居の高台での再建が進められている。「想定外」の高波から命を守るこう

した構築物は、実は、生命を守ることはできるかもしれないが、その生命を支える「生活」を守るものとは

言い難い。「非日常」を凍結させる構築物であって、「日常」を再開するステップとは言いがたい。	

	 ４）「日常」を意識されることなく構成しているものに、地元（空間）意識がある。須山住民は裾野市の行

政区画内に位置してはいるものの、生活上の便利性から車で数分の距離にある御殿場市との親近感が強い。

この法制上の「位置」と生活感覚上の「位置」のズレは防災上では大いに考慮されるべき点であろう。なぜ

なら、生活感覚に密着した空間こそ非常時の人間の動線を決定すると考えられるからだ。専門家が生産する

様々な災害知識はこの空間意識を前提としては準備されてない。須山の場合、防災・避難などをめぐる定期

的な会合は所轄の裾野市主催で進められているが、隣接する自治体あるいは類似の被災が予想される自治体

との協働での類似の活動は住民の意識に登録されていない。これを、富士噴火を「極端な状況」と考えるこ

と―切迫感の欠如―の結果として見るか、それとも「地元」意識の狭隘さに帰するかは今後の検討課題の一

つであろう。	

	 ５）これまでの観察を前提として人間の日常行動を説明する理論を幾つか考えることができる。その中で

も検討の価値が比較的少ないと考えられるのは、新古典派の合理的選択論であろう。それに代わり、注目し

ていいのは行為のコストに反応する人間の選択行為に注目する上記のカーネマンらのプロスペクト理論であ

る。あるいは、このコストに注目し、コストの負担感を減少させる行為に注目するサンスタイン・ゼイラー

らのナッジ理論であろう（文献：５）。	
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5. まとめ 

	 １）ライフログ調査は今後比較のためにも事例数を増やす必要がある。地域の選考には注意が必要である。

須山地区と並行して類似の環境下にある地域との比較が必要となる。検討上で重要であるのは人口統計など

と並行して、住民の間での地域の歴史知識であり意識である。この観点からすると、類似の調査を御殿場市、

富士吉田市で展開する意義は十分にある。	

	 ２）須山地区での観察は国外を超えて比較を求めることの重要性を示唆している。これまでの予備的な調

査から、フィリピンのピナトゥボ、インドネシアのメラピという二つの活火山周辺を対象とする調査の重要

性を認識したい。	

	 ３）	 リスクという観点からでは、災害とは無縁なあるリスクの存在がある。すなわち、政府（中央およ

び地方）の予算政治が生み出すリスクがそれである。特定事業はその成果―事業が生み出す効用―の良し悪

しが評価される、とされるが、この「評価」では人間の習性（habit,	customs,	predispositions）の変化―

防災関連の行動の日常化―という重要課題を把握できない。	
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